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食のグローバル化
－－食料援助と遺伝子組換え食品－－
大井 嘉子
１． はじめに
世界のほんの一握りの人々が食べ残すほどの贅沢な食生活を避けることができれば、そして世界の
あらゆる所で生じている無駄な食料廃棄を防ぐことができれば、世界で生産されている食料は、計算
上充分に、世界の人口を養えると言われてきた。しかし現実には、容赦なく急速に進んでいる食のグ
ローバル化のもとで、世界の食料・栄養不足人口は拡大し、各地でほぼ恒常的に食料危機がおこって
いる。
グローバル化とは、資本や技術、物質、情報、文化などの社会を構成しているあらゆるものが国境
の枠を超えて動く様を指す概念であるが、グローバル化が拡大するにつれてそれに対する評価は、光
と影の部分［樋口＆石渡 ２０００］が注目され強調されるようになった。例えば、広範囲の市場開放や
規制緩和による経済活動や人の往来の促進では、国際的企業のみならず普通の人々にとっても、自由
貿易や国際的活躍の場と機会が与えられた。食の分野では輸出入が促進され、食卓と世界とが直結す
るようになった。それにつれて食文化のグローバル化も促進され、ファストフードに代表される食の
アメリカ化の一つの象徴として、「マクドナルド化」という造語と概念［Schlosser２００１］が社会で認
知されるようになり、経済・政治上での重要な議論対象と認識されるようにもなった。
また、不均衡で公正さを欠いた経済活動によって引き起こされた地球の環境破壊や開発問題、健康
被害等がグローバル化の影として認識されるようになったのは周知の事実である。またグローバル化
が持てる者と持たざる者との間に越え難い境界をつくってしまった結果として、貧富の差の拡大が、
弱者に及ぼした最も重大な影響であると認識され、その是正の必要性と要求の主張が世界から高まり
つつあるのも事実である。
貧富の差の拡大によって、食料価格の変動に対応できるだけの収入を持たない貧しい人々が、天候
不順による食料生産の減少と国内価格の高騰、国際価格と連動している国内価格の変動、公正でない
土地問題や紛争等の国内の不安定な政治事情、などを原因とする食料不足や栄養不足に直面するのは
火を見るよりも明らかである。特に、公正で適切な投資と雇用に不足しているアフリカ諸国では、貧
しい人々が生存するに必要な最低限の食料にありつくのも困難がともなっている。さらに、生存が脅
かされているとなれば援助をせねばならない政府や機関等が、状況が単なる食料不足に当たるのか、
はたまた食料危機なのか、それとも飢饉のレベルなのか、その判断によって採るべき対応策がことな
る［大井２０００］故に調査と評価判断に手間どり、貧しい人々はその間にも生命の危機にみまわれて
いる。
一般に食料に関わる援助は人道援助と呼ばれることが多い。人道援助とは、この語の響きから、政
治的経済的な軋轢を排除した緊急の、何か倫理的なイメージを描きがちであるが、それは事実に反し
ている。援助する側と援助される側の各々の政府や機関には、各々の独自な論理と主張があり、これ
ら両側の折り合いがついた時にのみ、いわゆる人道援助が成立する。食料に困窮している人々の要望
が考慮されて交渉がおこなわれるとは考え難い構造になっている。
この小文では、２００２年の夏に、南アフリカのジョハネスバーグで開催された国連の「持続可能な開
発に関する世界首脳会議（環境開発サミット）」を舞台背景にして繰り広げられたアメリカの南部ア
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フリカ諸国に対する人道的食料援助論争を、マスメディアに掲載された資料を用いて検証する。この
食料援助の議論が従来のと大きく異なる点は、アメリカが自国で生産した遺伝子組換え食品を含む食
料を用いて行おうとしたこの広範囲の援助に対して、援助される側のアフリカ諸国の中から拒否する
主張がなされたことである。発展途上国の食料問題を、今後はアメリカがリードする遺伝子組換え技
術開発によって解決していくという「農業バイオテクノロジー協力イニシアティブ」に対する反発が
ある中で、地球環境開発の問題解決に熱意を示さないブッシュ大統領が、国連の首脳会議にもかかわ
らず出席しなかったことが、人々にアメリカの自国を中心に据える単独行動主義を一層強く印象づけ、
遺伝子組換え食品の問題がその恰好の例として人々の関心を集めることとなった。
２．「飢えているザンビア」が食料援助を拒絶する理由
２００２年８月２６日から開催される環境開発サミットを目前にして、８月２０日付ジャパン・タイムス紙
は、ルサカ発の AP電［THE JAPAN TIMES２００２］として、ザンビアでは２３０万人が飢えにさらされ
ている重大な食料不足があるにもかかわらず、ザンビア政府がアメリカの援助を拒絶したということ
を報じた。拒絶の理由は、たとえ援助であろうと、遺伝子組換え食品であるアメリカのトウモロコシ
は自国内に入れない、という明快なものであった。前週の１６日には Zimba情報相がテレビで、アメ
リカが安全と保証するそのトウモロコシは、ザンビアの食料安全保証にとって長期にわたるリスクを
引き起こす、と述べたと報じている。同時に彼は、アメリカが２３，５００トンの遺伝子組換えトウモロコ
シの援助を申し出たこと、さらにこの申し出を受けいれる場合は、２８，０００トンの追加援助をするであ
ろうとアメリカが言ったことを明らかにした。また当座の状況を打開するために、ザンビア政府はす
でに３０万トンの遺伝子組換えでないトウモロコシの輸入を準備している、と彼が述べたと報じている。
一方、ワシントンでは２０日、USAID（米国国際開発庁）の Natsios長官が、南部アフリカ６カ国に
対する食料援助について２度のブリーフィング［Natsios２００２、Kansteiner２００２］を行っている。そ
の概要は、レソト、マラウィ、モザンビーク、スワジランド、ザンビア、ジンバヴェの南部６カ国が
１９９１－１９９２年の旱魃時以来の厳しい食料不足状況にあることを、アメリカは２００１年の１２月から観察し
ていて、その結果２００２年の２月から食料を配布し始めたこと。特にマラウィ、ザンビア、ジンバヴェ
が深刻な状況にあること。したがってこれら６カ国援助のために、WFP（世界食糧計画）が１２月ま
でに必要としている量（１００万トン）の約５０％（約５０万トン）をアメリカが１２月迄に援助する予定で
あり、その総額は２億３，０００万ドルを超えるであろうこと。また EUも２０％分を負担する予定である
こと。援助食料は、トウモロコシ、植物油、豆類、子供用のトウモロコシと大豆の混合粉等であるこ
と。WFPが必要としている食料のうち、８０万トンはトウモロコシであること。８月の上旬には荷を
積んだ船が航海に出たこと。これらの食料援助は人道援助であるから、アメリカは見返りを意図して
いないこと。ジョハネスバーグの環境開発サミットには、Powell国務長官を団長とするアメリカ代
表団の一員として参加して発表すること、など多岐にわたっている。
そして Natsios長官が最も説明を多くしたことは、この６カ国の中で、なぜ潅漑農業をおこなって
いるジンバヴェが単なる旱魃を食料危機に変えてしまったのか、についてであった。国内の食料価格
が高騰したこと、適切な食料輸入がおこなわれなかったこと、（白人）農場主とその労働者達を追い
出したために潅漑を有効利用できなかったこと、通貨調整のまずさのために通貨が闇市に流れたこと、
政権が食料援助を政治的道具として使っていること、などを原因としてあげた。これに対して、ウエ
スト・アフリカ・マガジンの記者が、長官はあまりにジンバヴェの政治にかかわりすぎている、たと
え土地問題がなくても他の国々は食料不足が生じている、ジンバヴェの食料不足の原因を政府の土地
政策に起因させるなんてくだらない、と鋭く意見を述べても、Natsiosは怯まなかった。もちろん水
不足の問題はあるが、他国と異なる点は、潅漑設備を保有して通商農業をしていた（白人）農場主達
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が政府によって逮捕されてしまい、そのためトウモロコシの生産が７０－８０％も減少したからである、
と彼は返答した。そして彼は、インドの潅漑化率を例にあげるとともに、ケンブリッジ大学のノーベ
ル賞経済学者である Amartya Sen（インド出身）［セン２０００］を引用して、潅漑農業をすれば、ある
いは民主的国家であれば食料危機は起こらないものだ、と陳腐な混合理論を披露した。さらに、別の
高官は、ジンバヴェの大統領Mugabeを民主的で合法的な大統領とはみなさないとまで言い切ってい
る。
別の質問者が、遺伝子組換えトウモロコシをいくつかの被援助国が拒否した問題に及ぶと、Natsios
は、次のような内容を返答している。アメリカは過去７年間南部アフリカに食料を供給してきた。ア
メリカが援助のために購入するトウモロコシは、彼の家族を含めて、過去７年間アメリカ人が食べ続
けてきたアメリカ産の商品であって、アメリカには特に援助向けの穀物保管設備などない。彼の家族
を含めたほとんどのアメリカ人が、遺伝子組換えトウモロコシを食べてきた。いやアメリカだけでは
なく、ほとんどのカナダ人も、さらにブラジル、アルゼンチン、中国、インドでも。南部アフリカの
国々は、アメリカが過去７年間このような援助を続けてきたことも、アメリカのトウモロコシの３０％
が遺伝子組換えであることも先刻承知である。南アフリカでは、南アフリカ人科学者が研究している
し、現に５種類のトウモロコシもある。世界保健機関（WHO）だって、いかなる健康リスクもない
と言っているし、また実際に２億８，０００万人のアメリカ人が食べてきたにもかかわらず、健康リスク
が何であるかを誰も決定付けることは出来なかった、と。彼は、バイオテクノロジーが発展途上国の
飢餓を大幅に減少させると考えている。
それから Natsiosは、遺伝子組換えトウモロコシが国内に流布するという理由で、アメリカからの
トウモロコシ粒（粉に加工されていないもの）の援助を拒否されるという苦い経験をさせられたジン
バヴェについて、新たにWFPが調整してアメリカが合意した策を説明した。それによると、まずア
メリカの遺伝子組換えトウモロコシとWFPが調達した非遺伝子組換えとを交換した後に、遺伝子組
換え分は粉に加工して配布し、一方の非組換え分は粒のままで配布するという案である。いずれにし
ても、アメリカはもちろん配布を相手国政府にまかせるのではなく、NGO等の機関を通して実施す
る。このようにジンバヴェ側が、遺伝子組換えトウモロコシが粒のままだと受け取りを拒否し、粉に
すれば受け取る、とその形態にこだわるのは、何だかよく解からないが、粉の方が健康によいと考え
ているからである。粒のままだと、国内の非組換えトウモロコシと交配してしまい、（それを食べた
動物によって加工された）食品がヨーロッパ市場で受け入れられなくなってしまう、と考えているか
らである。ヨーロッパ人は受け入れると言っているのだが、しかし、とにかくそのような案を考えた
のでジンバヴェのケースは解決できる。しかし、現在ザンビアの受け入れ拒否が新たにでてきた、と。
……以上がワシントンで明らかにされた内容である。
３． 問題の背景
これら内容の異なる２つのステイトメントを考察するには、急速にグローバル化が進みつつある農
と食の分野で何がおころうとしているのかを、まず理解する必要がある。
ここで問題になっている南部アフリカ６カ国は、２００１年から２００２年にかけて、旱魃と洪水という天
候不順にみまわれ、それにつれて、トウモロコシをはじめ食料の国内価格が高騰している。これら６
カ国を経済的にリードしている南アフリカでも食料価格が高騰し、経済弱者に打撃を与えている。こ
のような状況下で、これら６カ国の多くの人々の主食であるトウモロコシを手に入れることのできな
い層が食料危機にみまわれ、生存がおびやかされている。
東部および南部アフリカでは、白トウモロコシ（ホワイト・メイズ）を主食として利用する地域が多
く、それを使った料理として、スワヒリ語で言う「ウガリ」が、地域毎に名前を異にするものの、ほ
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ぼ似た形態で摂食されている。この白トウモロコシは、見た目のほかにも味や食感や栄養素がアメリ
カ産の黄トウモロコシ（イエロー・メイズ）とまったく異なっていて、そのために食料援助に用いら
れる黄トウモロコシには、一般的に貧者のトウモロコシとしての負のメタファが付されている。なぜ
ならアメリカのトウモロコシは食料援助の際のみに現れるからであって、さらにそれらが動物の飼料
用であることも承知されているからである。
また、もっとも広範囲に食料危機が生じていて、WFPが大規模な援助計画を策定する根拠となっ
たジンバヴェでは、この間に実施された選挙によってMugabe大統領が再選され、イギリスをはじめ
とした欧米から痛烈に批判を浴びていた彼の政策、つまり国家の独立前から不法に農地を独占的に占
拠していた白人農場主をそれらの農地から追い出し、その農地を独立に貢献したフリーダム・ファイ
ター達に分配するというランド・リフォーム政策がより一層徹底して継続されるようになった。つま
り、独立時に清算されてこなかった土地の所有権移転が、暴力的にみえる方法によって緊急になされ
つつある。このことによって、イギリスとジンバヴェの政府間の関係は極度に悪化している。イギリ
スはジンバヴェ政府閣僚の入国を拒否したり、経済制裁を実施したりしている。一方ジンバヴェの
Mugabeは、ジョハネスバーグの環境開発サミット会議中での演説で、イギリスの Blair首相を名指し
て、国内政治に干渉するなと、大変強い口調で釘をさしている。この演説はテレビで何度も伝えられ
たため、世界が周知するところとなった。ジンバヴェにとって、イギリスは貿易はもちろんのこと重
要な国であることに変わりはない。
しかしアメリカの場合は事情が異なる。貿易などに与える打撃も制裁効果も、イギリスの場合とは
根本的に異なる。したがって、非遺伝子組換えトウモロコシでなければ自国内には入れさせないとア
メリカに要求を出すことも可能である。ジンバブェが拒否したアメリカ産のトウモロコシ粒を、急きょ
南部アフリカの他の国々にまわさざるを得なかったことは、アメリカに強い不快感を植えつける結果
となった。途上国向けの遺伝子組換え作物の導入を重要な国家戦略とみなしているアメリカが、人道
的援助と言いながら、援助は金ではなくトウモロコシでのみ実施すると拒否国に対して強行にでざる
を得ないのも、自国の理由があるからである。
アメリカは、環境開発サミットの前に、ローマで６月に開催された第２回世界食糧サミットで、今
後１０年間で１億ドルを投入する「農業バイオテクノロジー協力イニシアティブ」構想を発表した。こ
れは世界の食料危機を解決するためにはバイオテクノロジーが最適であるという考えに基づくアメリ
カの構想である。具体的には発展途上国の環境に適応できる作物を創出する研究を進めるもので、こ
れによって発展途上国はバイオテクノロジー利用への路が開かれ、自国で十分な食料を生産できるよ
うになり、したがって貧困と食料危機を減少させることができる、とする何とも無邪気で信じ難い論
理を用いて宣伝されている。世界の食料危機を農業技術によって解決するという論理は、かつての「緑
の革命」の際に披れきされた論理と同じで、今回のはいわばそのバイテク版である。アメリカが計画
した緑の革命に対する評価は様々であるにもかかわらず、アメリカにとっては疑いもない成功例とし
て扱われている。しかしこのことは、途上国から見れば、アメリカが容赦なくバイオテクノロジーを
押し付けてくることを意味する。そしてこのような論理を疑うことすらしようとしないアメリカの科
学者達が、国家の利益を推進させる宣伝マンとして、みごとにその任を演じている。現に、緑の革命
の立役者としてノーベル平和賞を受賞した Borlaug［THE DAILY YOMIURI２００２］は、遺伝子組換え
食品が人体や動物に悪影響を及ぼすという証拠はないし、有機農業では人類を養うことはできないと、
１０月１日の国連大学主催の講演会で述べている。
Natsiosは、８月２０日のブリーフィングの際に、アメリカが今回のように援助する際の見返りは何
かという質問を受けて、アメリカは見返りを考えて援助するわけでない、と答えている。彼は、これ
は大統領が何度も私に言っていることだが、食料援助は、政治的あるいは経済的な目的に使われるこ
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とはなく、また外交の道具として使われるものではない、と明言している。
しかし、このような話を鵜呑みするのは、国際政治に関心のない人ぐらいであろう。他国の人々へ
の援助は、やがてアメリカに利益をもたらすというのが、何事も国益を第一に考えるアメリカの
USAIDの考え［USAID２００２］であり、現に援助効果のあった例としてエジプトやタイをあげている。
それらは現在ではアメリカ産の農産物を輸入する国に成長している、つまり援助はやがてアメリカの
農民に、いやそればかりか加工、梱包、輸送など多くの業者に対しても良い影響を及ぼしている、と
公表されている。実際、今回の食料援助が、他国からの援助とは異なって、金ではなく何がなんでも
現物すなわちアメリカ産のトウモロコシをという主張から判断すると、トウモロコシ食文化を形成し
ている南部アフリカ諸国にアメリカ産の遺伝子組換えトウモロコシを導入する意味が、アメリカの将
来を見据えた農業国家戦略線上に在ると、人々に受け止められても当然である。今回の援助が、飢え
ている人を救うための純粋に人道的なものであると強調されればされるほど、人々が懐疑するのは当
然である。
４． 遺伝子組換え食品をめぐる論争
ジョハネスバーグでの環境開発サミット期間中に、前もって送り出しておいた援助トウモロコシが
ダーバンに到着し、それを背景にして、いかにアメリカが途上国援助を積極的に行おうとしているか
を声高に宣言するというアメリカの目論見は、見事にはずれてしまった。そこでは、なりふりかまわ
ないアメリカの単独行動主義に対する根強い批判が待ち構えていた。他国に対しては規制緩和を強引
に要求するアメリカが、自国内では農業保護政策を強力に推し進めるという勝手なダブル・スタンダ
ードに対して、人々は十分に嫌気を感じている。巨大アグリビジネス企業による遺伝子組換え技術の
独占を後押しして、世界の食と農業を政治的に経済的に文化的に支配するというアメリカの将来戦略
に対して、人々は恐れを抱いている。科学技術の導入によって、世界の食料問題はやがて解決できる
とする一面的な科学万能主義の考え方を、人々は信じることが出来ない。もちろんアメリカ政府が、
人体および動物にとって遺伝子組換え食料は安全であるとか、環境に悪影響を及ぼさないとか言って
も、企業の言い分と同様に確たる証拠もなく、そのような言を人々は信用していない。したがって、
このようないくつもの理由によって、様々な人々が、様々な関心から、アメリカの今回の援助につい
て大いに議論するべきだとおもっていたからに他ならない。
また今回の環境開発サミットのホスト国である南アフリカでは、京都議定書の取り扱いよりもむし
ろ、現在の南アフリカに直結し人々が関心を抱いているテーマについて、メディアは多くの時間を配
分していた。例えば、土地、家、食料、水、教育、仕事などである。これらの問題には、南アフリカ
がアパルトヘイト時代から抱えてきて、そして今だに解決の道筋さえ政府が示せない深刻な内容が含
まれている。またこれらの問題の多くは、他のアフリカ諸国ででも共有されている。だから当然なこ
とに、今回の遺伝子組換え食品によるアメリカの援助は人々の関心を呼び起こし、メディアはこぞっ
て採り扱うことになった。
テレビ上でのディベートでは、USAIDのスタッフが登場して、遺伝子組換え食品による今回の援
助を肯定し、同時に人々の理解を求めたのは言うまでもない。遺伝子組換え食品は人体に安全である、
FDA（アメリカ食品医薬品局）が安全と言っている、私達はずっとそれを食べている、アメリカ人は
それを受け入れている、アメリカには遺伝子組換えとそうでないのとを分けるシステムがない、その
ようなシステムは理論的に必要でない、遺伝子組換え作物は環境に悪影響を与えない、この援助はあ
くまでも人道的なものである、これへの反対は人命に関わることである、この援助が人々の元に届か
なければ多くの餓死者がでる、といった論調が繰り返された。この論調に対して、ディベートの相手
側は、すべての項目についてことごとく反論する。番組側が選ぶ相手とは皮肉にもアメリカの市民団
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体であって、またそれらの市民団体は USAIDが援助物資の配布を任せるいわゆる提携 NGOではな
い。したがってアメリカ政府の代弁者でない普通の市民の考えを聞くことができ、番組の意図が生か
される恰好となった。時には、二者の間にもう一人を配して、その科学者がそれとなく肯定意見を述
べるという形もあった。いずれにしても最後には、遺伝子組換えの是非はそっちのけにして、命がか
かっているのです、今この時にも人々が死に掛けているのです、といったお涙頂戴式のナイーブな
USAIDの訴えで番組が終わる。
紙面上では、環境開発サミットの開会前から閉会後まで、実に多くの意見が掲載された。８月２２日
付けのイギリスのフィナンシャル・タイムズ紙には、同紙が８月２０日付けでザンビアの援助拒否をバ
カげたことと記述した内容に対する意見が、ルサカの Panos研究所長の Banda［Banda２００２］からよ
せられている。次のような概要であった。ザンビア政府は同国の将来の食料安全保障を考え、リスク
を背負うことになる遺伝子組換え食品による援助を拒否した。たとえば遺伝子の拡散問題や除草剤に
よってスーパー雑草（除草剤耐性雑草）が出現した際の制御などに困難をきたすだろうし、またその
ような事態がおこればヨーロッパへの輸出にも支障をきたすであろう。しかしなによりも今はいろい
ろな意見を聞くべきである。ザンビアにとって必要なことは、長期的な対策であり、そのようなこと
についての援助こそ要望するものである。このようなことこそ、環境開発サミットで討議を深めるべ
きものであろう、と。
８月２２日のフィナンシャル・タイムズ紙［Lamont２００２］には、WHO（世界保健機関）がアフリカ
諸国政府の保健担当大臣達を環境開発サミットの初日にハラレに集めて、南部アフリカの食料危機に
ついて話し合い、この席で、この援助は人道的なものであり、遺伝子組換え食品を恐れずに受け入れ
るようにと説得するだろう、と報道した。またアメリカが EUに対して、諸国がアメリカ産の遺伝子
組換え食品を受け入れても貿易上の不利益が生じないから大丈夫だ、と EUから諸国に言ってくれと
依頼したことも報じている。
８月２５日のサンデー・ネーション紙［Sunday Nation２００２］は、WFPと FAO（世界食糧農業機関）
とWHOなどの国連の機関が２４日に、遺伝子組換え食品に限り安全であるとのステイトメントを出し
たと報じるとともに、一方では、ザンビア政府が国連アピールを拒否したと報じた。
８月３０日のケープ・タイムズ紙［Tshabalala２００２］には、余剰作物の産出国であるアメリカが、こ
の援助を自国の利益のために自国の論理で行おうとしている、と一般の人の意見を載せている。
８月３０日のメール＆ガーディアン紙は、遺伝子組換え企業として世界最大のモンサント社の
M’Mbijjewe［M’Mbijjewe２００２］の意見を載せている。彼はアメリカだけでなく、中国やインドでい
かに遺伝子組換え作物の栽培が促進されているかを記すとともに、日本でもこの８月にはさらに３種
の組換えトウモロコシが食用として安全であると認められた、ということを書いている。また来期に
は今期の３倍の遺伝子組換えトウモロコシが南アフリカで栽培されるであろうし、政府が莫大な金を
使って調査と開発に励んでいる、と反対者には挑戦的ともとれる表現を用いて記している。
８月３０日の同紙には、組換え作物を促進させる団体の意見として、AfricaBioの Keetch代表［Keetch
２００２］の、反対者に対する反論が掲載されている。南アフリカ政府が国家的バイオテクノロジー戦略
を受け入れていること、安全だと言うポスターも作製されたこと、南アフリカ農民達もいまではいく
つもの作物を栽培できるようになったことを述べている。
８月３０日のビジネス・リポート紙は、在南アフリカのアメリカ大使 Hume［Hume２００２］の記事を
載せている。彼は、同紙が８月１３日に掲載した、食料援助には政治的武器が秘められているという特
集記事に対して、アメリカは命を救うことに集中しているのだ、と記している。アメリカが供給しよ
うとしている食料は、アメリカ人が７年間毎日食べてきたものであり、アメリカでは遺伝子組換え作
物をそうでないものと区別していない。組換え作物には良い点が多く、オーストラリア、カナダ、EU、
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南アフリカなどで受け入れられている。食料援助と南部アフリカの危機とを、バイオテクノロジーを
論じさせるための道具として使うべきでない。それは科学の場でするべきだ、と主張している。
この間の８月２９日、USAIDの Natsiosはインタビューで次のようにのべている［Fuller２００２］。ザ
ンビアのMwanawasa大統領がザンビア政府は決定するに充分な情報を持っていないと私に言った。
それで、われわれの側から上級の科学者をそちらに派遣するか、あるいはそちらの科学者がこちらに
来るかして、適した情報の収集をすればいかがですかと申し出たことを明らかにした。さらに彼は、
次のように述べている。噂が飛び交っていて、もちろんこのような噂を流しているのはちゃんとした
NGOつまり CAREやWorld Visionや Catholic Relief Servicesのような NGOではなく、どこか先進国
の小さな団体が流しているために、何か悪い食べ物と人々に受け取られかねない。もちろん NGO達
は遺伝子組換えであることを知っている。ザンビアが心配している EUとの貿易の件では、EUでは
７種のトウモロコシを受け入れているし、また６０％が組換えであるアメリカ大豆も受け入れている。
他作物との遺伝子交換は起こらないのだ、と。このように遺伝子組換え反対キャンペーンが渦巻く中
では、アメリカの援助を華々しく世界に伝えることは困難で、彼の戸惑いと苛立ちとが伺える。
この種の論争はこの後も、さらに熱を帯びて続く。９月２－８日付のケニアのイースト・アフリカン
紙は、２つの記事を載せている。一つは著名な Kayと Henderson［Kay&Henderson２００２］の記事で、
現在では人々はどのような団体に信頼を寄せているのかという調査結果を示しながら、世論形成につ
いて論じている。２つ目はイギリスのインディペンデント紙の特派員［Walsh２００２］による長文記
事で、Mwanawasaへの皮肉も交えながら、８月１７日にザンビアが援助を拒否したことについて、批
判的に記している。論旨はすでに出尽くしたもので組み立てられてはいるが、東アフリカの人々には
関心を呼ぶだろう。
同紙は９月１６－２２日付の紙上［Wainaina２００２］で、ケニアのMoi大統領が組換え作物を国内で認め
るように勧められたこと、すでにキリニャガで試験栽培がすすめられているかもしれないこと、タン
ザニアではタバコに関する研究レポートがあること、などを医学的な皮肉も込めて書いている。
９月９日のビジネス・リポート紙は、ワシントンからの記事［Gersema２００２］を掲載し、その中
でザンビアの援助拒否について述べるとともに、安全な遺伝子組換え作物に対するアフリカ諸国の拒
否理由といかに情報不足の状態にあるかを記している。そしてジンバヴェがトウモロコシ粉であれば
受け入れるとしたこと、モザンビークもそうするだろうこと、アメリカがザンビアに実験室を提供す
ること、などについて記載している。
９月９－１５日付のイースト・アフリカン紙［Mutumba-Lule２００２］は、ウガンダのの NAC（国立農
業審議会）が、同国のMuseveni大統領に対して、遺伝子組換え作物の種が同国に入るのを認めない
ように勧告したことを伝えている。導入が、やがて国内の小規模農民を多国籍企業の奴隷状態にさせ
る危険性を指摘している。すでに西部地方で新しい企業が種を配布しようとしている動きがあるのと
同時に反対運動もあり、おのおのの主張が異なること、小規模農家では、特に気がつかない間に遺伝
子の交換がおこった場合、それを知らずに次期に撒いても実らない危険性があることなど、多岐にわ
たってのべられている。
９月１０日のケープ・タイムズ紙［CAPE TIMES２００２］は、WFPが、遺伝子組換えトウモロコシを
拒否したザンビアには遺伝子組換えでない小麦を援助することを決めたと発表したこと、さらに南ア
フリカ産の組換えでない黄トウモロコシも援助されるであろうこと、WFPはザンビア政府に可能な
限りの援助をするつもりであること、難民キャンプでは粉にした遺伝子組換えトウモロコシを配給し
てもよいと政府が許可したこと、ザンビア政府はいくつかの西側諸国に科学者を派遣して、今後に判
断できるように、遺伝子組換え食品の安全性について学ぶこと、などを AFP電として記載している。
９月２０－２６日付のメール＆ガーディアン紙［Friedman２００２］は、南アフリカの NGOが政府に対し
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て、遺伝子組換え産業に関して政府がもっている情報を、国家に定められている法律を遵守して、た
だちに国民に開示するようにプレトリアの高等裁判所に提訴したことを報じている。南アフリカでは
遺伝子組換え作物に関する許可が昨年に１２２出されていて、リンゴ、綿、ジャガイモ、サツマイモ、
大豆など多種が試験栽培などの許可が与えられているということを報じている。
５． 遺伝子組換え食品は安全か？
今回の援助は、駆け引きの結果、アメリカ産の遺伝子組換えトウモロコシは、ジンバヴェでは粉に
してのみ受け取ることになり、一方ザンビアでは難民キャンプ向けのみに粉にして受け取ることに
なった。それ以外のトウモロコシ粒は、すべてアメリカ以外の国から援助されることになった。世界
のスーパー・パワーを相手に、「貧しい国々が遺伝子組換え食料の援助を拒否する」というセンセー
ショナルなタイトルで、世界の衆人の目の前で繰り広げられた劇の割には、得るものが少なかったよ
うに見えるかもしれない。その上、アメリカ側から突きつけられた要求、すなわち遺伝子組換え食品
がいかに安全かを学ぶ勉強をしなければならないし、試験的研究・栽培まで視野に入れられている。
しかし、では何もしない国はどうなのか。ケニアやウガンダやタンザニアなど東アフリカは。これら
の国々もトウモロコシが重要な食料であり、農業国としての経済活動がなされている。これらの国々
では、前述のように、もちろんアメリカの関与する研究機関があり、すでに試験栽培がはじまってい
るとの憶測が頻繁に飛び交っている。緑の革命の頃と違って、今回のことでもわかるように、小規模
農家の多いこれらの国々ではいったん種の交雑がおこると、制御は困難であろう。これらの国々が比
較的飢えずにすんでいるのは、国全体としては、いわゆる統計外の収穫があるからだと言われている。
つまりインフォーマル・セクター、例えば家で収穫したものを市場で売るなどして、その収入を用い
て必要品を買うといった、小規模の商いである。このような安全弁が機能していれば、人々は食料を
確保できる。しかしいったん遺伝子組換え作物と交雑でもすれば、今までのように種をまけば収穫に
つながるという当然の結果さえ確保するのはむつかしい。もともと遺伝子組換え作物はアメリカのよ
うに広大な農地で、コストを削減するのに敵した方法であり、アフリカの小規模農家のように、狭い
土地で多種の作物を集約的に栽培する方法には適していない。大規模農家の多いジンバヴェよりも、
これらの国々の方がその影響は大きいだろう。
さて、アメリカは遺伝子組換え食品は安全だと言い続けている。また安全だから食品表示の必要が
ないとも言う。また安全だから、分別する必要がないとも言う。しかしアメリカでは各種の世論調査
から、多くの人々が表示を求めていると言われている。日本やヨーロッパの人々が表示を求めている
のと同様に、多くのアメリカ人が表示を求めるのは自然な感覚である。いま自分が何を食べているの
かを知って、選ぶ権利ぐらい、民主主義の国家で保障されても贅沢とはいえまい。ましてやトウモロ
コシ製品の中から、禁止されている筈の遺伝子が度々検出されたりすれば、これを食べずに生活した
いと思うのは当然である。その場合は、有機と表示されている農産物を買うか、自分で栽培するしか
方法がなく、自由のアメリカが大変不自由に見える。国家の力の前でさしたる結果も生み出せない市
民団体が、今回のジョハネスバーグでの遺伝子組換え食品を反対する運動に積極的にかかわったのも
実に皮肉であるが、同時に私達の将来を考えると、大変重苦しい気分にさせられてしまう。
ところで、遺伝子組換え食品は安全な食品であろうか。河田［河田２００２］は、最近の論文の中で、
大腸切除者が除草剤耐性遺伝子を含む大豆バーガーを食べた際の、体内での遺伝子の挙動について調
べたイギリスの研究結果を紹介している。この人体を用いた実験によって、食品中の組換え DNAが
胃腸では分解されないこと、またその一部が、体内でおこった遺伝子組換えによって、他の腸内細菌
に伝達され、異種生物間で遺伝子伝達がみられたという。マーカー遺伝子として用いられる抗生物質
耐性遺伝子が腸内で遺伝子をやり取りして、体内の腸内細菌が抗生物質耐性を獲得していく可能性も
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あり得るという。体内で院内感染がおこるのと同じ現象である。アメリカでは、そのような安全性を
確かめるための研究結果報告を開発企業に求めていない。
また河田が動物を介しての影響や、環境への負荷についても述べているように、将来の環境像が描
きにくい状況がある。組換え遺伝子に耐性を持つスーパー雑草の登場は人々に驚きをあたえたが、遺
伝子組換え農産物の残留農薬が問題視されるようになるのに、それほど年月はかからないそうだ。
アメリカでは遺伝子組換えトウモロコシとそうでないものとを分別していないために、国際市場で
の売り買いがスムーズにいかず、そのためトウモロコシの価格が下落している。政府は農業保護の立
場からせっせと買い入れてそれを途上国援助にまわす。他国がそのような買い入れ政策を実施すれば
保護政策だとわめきちらし報復措置をとりたがるアメリカが、遺伝子組換え食品の不分別政策を維持
するために、何が何でも途上国に組換え食料を押し付けようとしている。アメリカ人が国内で遺伝子
組換え問題と正面から向き合わない限り、アフリカをはじめとして、人道援助の衣をまとった組換え
食品がグローバルに世界を移動する。今回のような弱小アフリカ諸国の巨大アメリカへの挑戦は、今
後も有り得るのであろうか。
６． おわりに
遺伝子組換え食品や放射線照射食品といった高度な食品処理技術を用いて開発された食品に、世界
の食料危機を救うための救世主としてのメタファが付されるようになったのはいつ頃からであろうか。
このような技術は、アメリカを始めとする先進諸国あるいは巨大アグリビジネスなどが、巨大な資本
力と政治力に物言わせて、もっぱら開発・占有して、世界に販路を拡大しようといるのは誰の目にも
明らかである。これが国家の利益と合致するとなれば、それらの息のかかった OECD（経済協力開発
機構）やWTO（世界貿易機関）をはじめとした国際機関を動かすなど容易なことである。そしてそ
の結果は、これらの技術とそれから得られる食品がさも安全で公正なものであるかのようなお墨付き
を携えて、OECDに参加もできない途上国に売りまくる。否それだけではなく、ターゲットの国々の
農業・環境をも破壊しようとしている。このようなアメリカの単独行動主義に眉ひそめても、他の債
務との関わりから、何も言えない立場に追い込まれている国々は受け入れるしか道がない。弱小国の
自主・自助・努力など絵に描いた餅になってしまっている。一方で自主的な構造調整などと当たり障
りのよい経済再建政策を弱小国に迫りながら、他方では自国に都合のよい政策で弱小国の農業・経済
を混乱におとしめようとしている。
アメリカの国内で種々おこなわれている調査では、消費者はあたらしい食品処理技術に不安感を抱
いているのがよくわかる。特に食について直接的に関わりを持つ人々への調査では、その傾向は顕著
である。しかしこれらの処理技術が安全であるという前提に立ってこそ成り立つ世界戦略とあれば、
国益第一とする政府がか細い消費者の声に耳を傾けることはない。促進を呼びかける非政府機関が潤
沢な資金に物言わせて大きな声を作り出せるのは当然である。ちょっと考えれば、アメリカが、遺伝
子組換えとそうでないものとを分別する技術や設備に不自由しているとは考えられない。たった３０％
のトウモロコシを分別できないはずがない。今回の問題は、正しくアメリカ国内の問題でもあった。
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FOOD GLOBALISATION :
FOOD AID
AND
GENETICALLY ENGINEERED FOODS
YOSHIKO OI
If the food in the world was evenly distributed, it is said, there would be no famine anywhere. The grim
reality of our world, however, is that, owing to food globalization, persistent famine continues to be a feature of
our times.
Although globalization generally conceptualizes a movement of capital, technology, goods, information,
culture, and so on, across national borders, without any restrictions or hindrance, the bright as well as the
gloomy aspects of this phenomenon should be subjected to critical evaluation. For example, on the bright side of
globalization, it can be cited that unfettered exportation of food has made it possible for all manner of food and
drink to grace dining tables anywhere on earth. In other words, ideally, anybody with the money can import any
food irrespective of where one is based.
On the other hand the unfettered economic activity made possible by globalization, has also brought about
environmental destruction, developmental problems, public health problems, and so on. These are clearly
negative consequences of globalization. A social environment where by the haves can gorge themselves to their
hearts desires while the have-nots endure pain and exploitation, with no hope of abatement, has been created.
Governments of poor countries faced with declining revenue are forced to export food, in order to earn
foreign exchange, rather than prioritizing internal food security and self-sufficiency. This, in turn, causes food
shortages, and, subsequently, dietary deficiencies and malnutrition. This is a particularly serious problem in
Africa, where people are dying while donor government and agencies commit financial resources to research
and interminable evaluation projects, for they believe they cannot act before they have adequately evaluated the
situation.
Aid involving food is often categorized as humanitarian aid. This is often a misnomer, because it imparts an
image of emergency operations. In reality this aid is only dispensed after the governments and agencies of both
the donor and the recipient countries have well considered and weighed the benefits accruing from the aid. The
people whom the aid is, putatively, meant to offer succour, are not factored in the equation.
In this paper, I will examine the debate that ranged during the UN Conference on Sustainable Development,
in Johannesburg, South Africa, in the summer of 2002, about US ’humanitarian’ food aid to southern African
countries, which were threatened by famine. This debate significantly differs from previous debates in that part
of the food aid that America had packed and shipped to Durban, South Africa, intending to give it to African
countries, was rejected on the grounds that it contained genetically engineered grain. This is an unprecedented
opposition to the genetically engineered project that is touted as the solution to the persisting food deficiency
problem in developing countries-the Collaborative Agricultural Biotechnology Initiative.
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